
巨

-GPプロジェクトのタ-ニンダ･ポイントにおける企画と活動-





萱雪は!5-めき≡

-GPぎ萱が≡タ巨のタ-≡ンぎ 土讃ギ>播き≡轟ける企画と活動-

平成 16年度に､私たちのプロジェクト (｢相互研修型 FDの組織化による教育改善｣)は､

文部科学省の ｢特色ある大学教育支援プログラム｣(以下"GP"と略称する)に採択された｡本書

は､このプロジェクトの平成 18年度における活動について､報告するものである｡私たちは

本年度､前年度までの取組をよりいっそう充実するとともに､取組を ｢工学部との連携｣とい

う枠組みから実質的に大きく一歩踏み出させた｡この意味からすれば､3年目を終えたこの段

階で､本取組は､一つのターニング◎ポイントを超えたものと考えて良い｡以下､本書での詳

細な報告に先立って､本取組と本年度の活動の全体について､あらかじめ大ざっぱなアウトラ

インを示しておきたい｡

頂C寒 G･P企画のめざすもの-啓車型FDから相互研修型FDの組織化鴨-

本 GPプロジェクト ｢相互研修型FDの組織化による教育改善｣は､我が国のFDの現状に

真筆に対応しようとする企画である｡これまでのわが国のFDは､多くの場合､大学教育のあ

りかたに関する一般的な議論､｢先進的な｣事例や関連データの紹介､具体的な教授法や評価法

などを､一方的に伝達する ｢啓蒙型｣ であった.だが､FD普及初期段階 (第 Ⅰ期)ではとも

かく､現在 (第Ⅱ期)では､それぞれの現場の固有性 ｡特殊性を無視して､一方的かつ一律に

外からやってきた知識や技術を押しつけることは､ほとんど無意味となった｡FD がかなり普

及した第Ⅱ期の現在では､各大学の教育当事者たちが自分たちのローカルな現場性に裾ざして

自分たち自身で組織する自生的な ｢相互研修型 FD｣こそが求められるのであるOしかし残念

なことに､これはまだほとんどどこでも達成されていない課題であるにとどまっている｡

どこでも通用しそうな一般的な知識や技術などを伝達するトップダウンの啓蒙は､簡単に実

行できる｡しかしそれでは､特殊でローカルな利害のうちにある関係者の要請には､十分に応

えきれないOさらに､特殊でローカルな利害を前提とするFDの成果を一般化してこれを他の

実践者たちに伝達可能なもの◎応用可能なものにすることも､難しい｡つまり｢相互研修型FD

の組織化｣という課題には､一般性の特殊化と特殊性の一般化との両面で､乗り越えがたい難

しさがあるといえるのである｡しかしすでに啓蒙の時期をくぐり抜けたわが国のFDは､まさ

にこのような ｢組織化｣をこそ切実に求めている.本GPプロジェクトは､この切実な時代の

要請に応えようとするものである｡

京都大学は､このような組織化をこれまでにすでに一定程度達成してきた｡つまり,｢自由の

学風｣を理念として､さまざまな場で自生的な相互研修型FD活動が展開され､これらを支援

するシステムも高等教育研究開発推進センター (以下 ｢センター｣)を中心に開発されてきたの

である｡センターは､京大内部のこれらの活動に直接間接に関与するとともに､センター独自

のFD活動をも展開してきたO公開実験授業､学部公開授業､さらには､出版物の公刊､公開
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研究会､フォ-ラム､メ-リングリスト､ホームページの整備など情報の整理公開などである｡

こうしてセンタ-は､京都大学内での ｢自生的FD諸活動｣と ｢センターによるFD関連情

報の総括 ◎公開､コンサルテーション｣との間の相互促進的循環を中核として､以下のような

｢相互研修型FD支援システム｣を構築してきた｡

∈韓悪蓮 L-ll-%iIヨ

確 藁 替 藤 聖 賢 IEI37:fl薫 譲 ､き 翼 車 去

-書き ≡ 至 章 二き き 二

しかしこれらFD活動の全学レベルでの組織化は､まだ十分ではない｡これらを互いに関連

づげ､その成果を共有し組織化して,京都大学全体の教育改善を図らなければならない｡本

GPプロジェクト ｢相互研修型 FDの組織化による教育改善｣が試みるのは､まさにこのよう

な組織化による教育改善である｡具体的には､すでに開発されてきた支援システムを活用して､

工学部のト-タルな学部教育改革を支援し､ここから得られた知見によってシステムそのもの

を整備して､全学的な相互研修型FD活動の組織化とそれによる教育改善を前進させる｡この

ようなプロジェクトが達成されるとすれば､それは､FD第Ⅱ期に入りつつある我が国の高等

教育改革にとって､それなりの存在意義をもつものとかんがえることができるであろう｡

2.工学部のFD活動とその支援システムの構築

工学部はこれまでにも積極的に教育改善に努めてきたが､今日では､遠隔教育､公開授業､

授業評価調査と卒業研究調査によるカリキュラム改革 の三つの課題に直面している｡本プロ

ジェクトは､この3つの課題に対応しようとするものである｡この三つの課題は､三者が同時

に実施されることによって､工学部の教員集団をFD共同体へ組織化することに貢献する｡セ

ンターは､この工学部との連携実践の成果を､公開研究会､研究報告 (授業評価､授業改善に

関するもの)､Webの ｢大学授業ネットワーク｣などで公開し､より整備された関連情報伝達
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ネットワークを形成し､同時に､これまでのようにさまざまな他の自生的FD諸活動にも参与

して､全学レベルでの相互研修型FD組織化をめざす｡

以上を先の ｢支援システム｣の図に書き込むと､下図のようになる｡

:牽 き 芸 三:

本GPプロジェクトは､工学部との連携によってFD支援システムそのものの整備をめざす

ものであるが､可能なら､取組をさらに発展させ､相互研修型FD諸活動を全学レベルで組織

化することをもめざしている｡そのために､さしあたってまずは､センターの開発したFD支

援システムによって工学部のトータルな教育改善の取組を支援し､これによって獲得される知

見によってシステムそのものを整備して､相互研修型FDの全学レベルでの組織化の基盤を構

築しようとしたのである｡この意味での全学への拡張が実現されたのは､今年度においてであ

る｡

3Cプ田がェタ紅の実質化と拡張-京都大学 FD研究検討委農会 o関西地区FD連

絡協議会の発展-

採択以後の実質2年半で本プロジェクトは本格実施段階に達し､本年度には､以下で述べる

ように､取組の ｢実質化｣と ｢拡張｣が実現された｡
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3t--1.取組の F葉栗他｣について

本取組の中軸である工学部との連携は､本報告書の授業アンケ-トなどの報告にみられるよ

うに､集中化と効率化が図られ確実なものとなり､着実な成果をうみだす安定的な軌道にのっ

てきている｡そればかりではない｡たとえば､本報告書のわけても ｢第2回工学部教育シンポ

ジウ本｣における授業報告をお読みいただければ明らかなように､本取組そのものは､確実に

新たな賃をも獲得しつつあるo

｢大学院生のための教育実践講座｣もまた､第2回目を迎えて安定した成果を上げつつある｡

記録を参照していただければあきらかなように､本年度は､若干参加者が減ったが､かわりに

医学研究科の教員の方考などによる新たな協力をえることができたo講座の内容と順序につい

ても､さまざまな修正が加えられて､より豊かな内容とより安定した進行が確保されてきた｡

このことは､参加者のきわめて肯定的な反応をとらえた事後調査によっても､はっきりと追証

されるところである.

ところで､この講座は､その趣旨からして大学教員予備軍に対するいわば ｢プレ FD｣であ

るが､興味深いことに昨年､名古屋大学高等教育研究センタ-は､期せずして私たちの企画と

ほぼ同種の企画を始めているoこのような研修に対する社会的 ◎時代的な期待にこっのセンタ

-が鋭敏に反応した結果であると考えて良い.名古屋大学の企画については､ホ-ムぺ-ジを

はじめとして多くの機会に紹介がなされているので､それらを参照されたい｡私たちの企画に

ついては､すぐ後で述べる京都大学の全学委員会 (FD研究検討委員会)の発足をうけて､平

成19年度からは､センタ-の取組であることを離れて､この委員会の取組となり､センタ-

はこれを全面的に援助するという新たな体制ができあがりつつある｡

3･-17-一語.取組碍 旨~拡張j臆C3も篭等-

これまでに文部科学省に採択されたGPプロジェクトについては､すでに､『事例集』(『特色

ある大学教育支援プログラム事例集』平成16年､17年､18年)や文部科学省ないし大学基準

協会のホ-ムペ-ジで､詳細な紹介がなされてきている.私たちのGPプロジェクトについて

も紹介がなされており (たどえば､財団法人大学基準協会/ ｢特色ある大学教育支援プログラ

ム｣実施委員会 『文部科学省特色ある大学教育支援プログラム事例集』平成 17年 2月,232-7

戻)､この紹介の末尾には ｢採択理由｣(同237頁)が書かれているoこの ｢理由｣の前半では､

採択の積極的な根拠が3つ挙げられ､末尾では､｢また､この取組には､今後､全学的に広げて

いかなければならないという課題も認められますが､これを克服すれば更なる発展が期待され

ます｡｣という､但し書きないし課題が示されている｡

たしかに､本プロジェクトのさしあたっての中軸は､あくまで工学部との連携にあり､この

連携によってこそ､私たちのめざす ｢支援システムの構築｣が具体的に進められるものと期待

される｡しかし､この支援システム構築過程においては､同時に､ただたんに採択理由の課題

づげに応えるというばかりではなく､プロジェクト本来の趣旨からしても､このシステムの全

学への拡大的適用が､ 試みられなければならない｡本プロジェクトではこれまで,｢学部公開授

業上 ｢大学院生のための教育実践講座｣などにおいて,このような全学への拡張を試みてきた.

しかし､前年度までの取組では､この ｢拡張｣がいまだ不十分で暫定的なものでしかなかった
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ことはあきちかである｡本格的な拡張は､本年度の取組においてはじめて実現されることにな

った｡本取組は､本年度にいたって,工学部との連携という当初の枠組みを超えて全学レベル

の連携へと実質的に踏み込んできたのである0

本報告書末尾のGp日誌に記されているように､私たちは､平成 18年 7月に京都大学内の

｢学部をもつ 且0の研究科｣を対象に､｢教育改善 ｡野Dについてのヒアリング｣を実施した｡

このヒアリングには､各研究科の研究科長､関連委員会の委員長､事務担当者などが出席して､

私たちと､およそ一時間の話し合いをもった｡ヒアリングでの話し合いのすべてはテープ起こ

しされ､詳細に鎗析されたoその結果､京大内の各研究科が広義の野Dを着実に実施しており､

これを支援し補完する組織的活動へのニーズも十分にあることがあきらかになった｡この結果

を受けて､且8年 且2月5日開催の研究科長部会で､各研究科からの代表者を集めた ｢FD研究

検討委員会｣の設置が認められ､且9年2月7日に正式に発足した｡これによって､私たちは､

本 GPプロジェクトを全学展開する確実な足がかりをえることになった｡今後は､本委員会が

各部局の由生的野D活動を補助 ◎補完し､センターがこの補助補完を援助することを通して､

相互研修型野E3の全学的な展開と組織化を±参尊することになるo

なお､本センタ-は､同志社大学教育開発センターならびに大阪市立大学大学教育研究セン

ターと共同で､開西地区の国立大学､公立大学､私立大学へ呼びかけ～19年 1月 13日に 13

校 (滋賀大学､京都大学､大阪大学､神戸大学､和歌山大学､滋賀県立大学､大阪府立大学､

大阪市立大学､兵庫県立大学､同志社大学､立命館大学､関西学院大学､関西大学)が集結す

る ｢開西地区FEB連絡協議会｣を発足させた｡これもまた､各大学の自生的FD活動を支援す

ることを通して相互研修型FDの組織化を関西ブロックで実現させようとする企図であり､私

たちのプロジェクトを拡張する試みの一つである｡

来年度以降の本取組は､京都大学園D研究検討委員会と開西地区FD連絡協議会の活動を実

質化する形で､展開されなければならない.

射 ㌢野i3時義務絶』戦時趨勢と奉取組の恵轟

今述べたような本取組の急速で全面的な拡嚢が可能であったのは､これを強力に後押しする

さまざまな社会的背景があったからである｡そのうちもっとも目に立つ出来事は､19年4月1

日施行の ｢大学院設置基準｣の改定､ならびに中教審の審議を背景としてこれまた急速に進み

つつある ｢学校教育法｣ならびに ｢大学設置基準｣の改定に向かう趨勢である｡ちなみに､大

学院設置基準の第 14条3は､｢大学院は､当該大学院の授業及び研究指導の内容及び方法の改

善を図るための組織的な研修及び研究を実施するものとする｡｣と記しており､この文言が通常

｢野D の義務化｣と呼ばれているoつまり､私たちの取組の急速な拡張を後押ししたもっとも

強力な出来事は､野Dの義務化なのであるo

すでに述べたように､我が国では最近20年間で､FDの啓蒙が大幅に進展し､一定の普及と

制度化がなされてきた｡啓蒙的日常化の達成は､野D 活動への基盤が築かれたという点では､

ポジティブな条件である｡しかし日常化とともに､｢講演｣｢合宿研修｣｢学生による授業評価｣

｢授業の相互参観｣などからなる野Dのステレオタイプが出現してきたOこのいわば ｢定番メ
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ニュ-｣は泡主として合衆国から直輸鬼された特殊な活動様式が形式化 ⑳形骸修隠されたあげi

の所産習あるoその太宰は滝口常的な教育改善活動などとは直接に結びつかなnたんな る ザ 璃

ントであり滝これ由体には滝さしあたってほなんの意味もなno意味は句そのつど後紺 的 に な

んとか捻出されるほかはない｡還れ芸そが滝今田欝33について考えようとすると勺大 学 構 成 展

の多宅がどうしても無意味感b徒労感滝忌避感などにつきまとわれざるをえない根本 原 因 習 あ

るO啓蒙的厨EBの普及がもたらす芸の両価的な状況 (つまり欝33の日常博覧と無意味 化 ) の さな

かでb私たちほb欝Dの義務骨藍という事態に直面しなければならないのである｡それでは,野EB

の意味のある組織化はどうすれば可能になるのかo

今日の野EBの基本的な課題は､くどうすれば滝講演旬合宿研修､授業評価勺授業参観など定

番化した非日常的野EBをb個人的組織的な授業改善b学習支援体制の整備滝カリキュラム改善

などの日常的教育改善の文脈のうちに組み込むことができるのか>にある.いいかえれば､ま

ずくどんな野Dがなされるべきか>が問われるのではなく､むしろくどうすれば日常的で由生

的な教育改善活動を野Dにつなぎ､これをアカウンタブルなものに仕立て上げることができる

のか>こそが句問われるべきであるo教員集団がbボトムアップの由藍 組 織 化に努めるととも

に､トップダウンの流れへ自記利害の観点から由 律的に対略し､かつコ ミ ッ ト し ながら､集団

の所期の理念の実現を図ることOまさにこれこそが闘われているのであ る｡ 三 の 企 図 こ そ が句

私たちの ｢相互研修型野EBの組織骨監｣にはかならない0

本報告書は､このいわば夕-ニングポイントに達した本取組の全容を示すものである占私た

ちの ｢相互研修型野EBの組織化｣というプロジェクトが展開される場は巧く厨EBの日常化と無

意味化のさなかでの義務化>という状況に強力に後押しされて､工学部との連携を超えて､全

学と関西地区に拡張されたo芸の拡張に馬実質的習具体的な意味を奪える三とこそが,本プロ

プェタトの今後の大きな課題であるo
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東 学 ⑳ 概 要

京都大学は現在､10の学部､15の研究科等､13の附

置研究所､20の教育研究施設等をもち､広汎な学術分

野で独創的な研究成果を挙げるとともに優れた人材を

多数育成 し､世界における主要な総合大学の位置を占

めている｡

本学は､その基本理念において､創立以来築いてき

た ｢自由の学風｣を継承 し､発展させつつ､多元的な

課題の解決に挑戦し､地球社会の調和ある共存に貢献

することをうたっている｡ (教育)においては､多様

かつ調和のとれた教育体系のもと､｢対話｣を根幹と

して ｢自学自習｣を促 し､卓越 した知の継承と創造的

精神の滴養にっとめること､および､教養が豊かで人

間性が高 く責任を重んじ､地球社会の調和ある共存に

寄与する､優れた研究者と高度の専門能力をもつ人材

を育成することを目的としている｡ また､(運営)に

おいては､学問の自由な発展に資するため､教育研究

組織の ｢自治｣を尊重すると･ともに､全学的な調和を

めざすことを理念に掲げている｡

平成15年4月には､全学共通教育の実施のために高

等教育研究開発推進機構を設置し､同時に､高等教育

研究開発推進センター (以下､｢センター｣という｡)

を発足させた｡センターは､高等教育教授システム研

究開発部門､全学共通教育カリキュラム企画開発部門､

情報メディア教育開発部門の3部門からなる｡ このう

ち高等教育教授システム研究開発部門は､平成 6年6

月に設立された高等教育教授システム開発センターを

母体としてお り､大学におけるカリキュラム ｡授業 ｡

評価のあり方についての実践的な研究を蓄積 し､全学

のFD活動を支援 してきた｡他の 2部門は､全学共通

教育の企画開発および実施の支援を任務としている｡

研究と企画開発の部門をあわせもつユニークなセンタ

-の存在は､京都大学の教育改革の必要性に関する自

覚と意欲の高さを示すものである｡

- ｢巨億 の学風｣のもとでの相互研修型FDの組織化--

(1)｢自由の学風｣を理念とする京都大学では､さま

ざまな場で自生的な相互研修型FD活動が展開され､

これらを支援するシステムもセンターを中心に開発

されてきた｡

(2)しかしこれらFD活動の全学レベルでの組織化は､

まだ十分ではない｡これらを互いに関連づけ､その

成果を共有し組織化 して､京都大学全体の教育改善

を図らなければならない｡具体的には､開発されて

きた支援システムを活用して､工学部の トータルな

学部教育改革を支援 し､ここから得られた知見によ

ってシステムそのものを整備 して､全学的な相互研

修型FD活動の組織化 とそれによる教育改善を前進

させる｡

Ei.取組の背景一啓蒙型FE油lら相互研修型FDへ】
これまでのわが国のFDの大半は､教授法や評価法

などを一方的に伝達する ｢啓蒙型｣であった｡だが､

普及初期段階 (第Ⅰ期)●ではともかく､現在 (第Ⅱ期)

では､それぞれの現場の固有性 ｡特殊性を無視 して､

一方的かつ一律に教授法や評価法を押 しつけること

は､無意味である｡FD第工期の現在では､各大学の

教育当事者たちが自分たちのローカルな現場性に根ざ

-7-
2封 恥



I:∵ 甜 <議

負 平成8年度～現在まで新約ー70回(表2参照)/刊行物13点く表4胡粉

棚 発 鰍 の公隅紫乾と検封会(平成15年度-)
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r大学授業ネットワークJ 学内外のすぐれた授葉の収集.分析出納b化

rひまわりjイあさがおJ(ネットワーク) ⅥkbとMLによる定純的な 情報の提供.交換

sGS利用FDプログラム 接等払潤隆軌 ている国立大学19枚をSCSなどで細撤

大学教育改善の 5fBを行っている国内.海外の MME(メディア ンタづ､ハーバード大学デレツケポク教授学習センタ-な

研究親閲との連携 どとの連勝
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照準珊 季節__2g;tb宥研幣槻郡言洋三照準 i1eAIf,

公開研究会 ともに平成7年度から○前者は隔月で計82回､改軒ま毎年1回で計ー0回/平成ー5

表1 教員の自発的参加による相互研修型プログラム

して自分たち自身で組織する ｢相互研修型FD｣が求

められる｡

【2.これまでの取組一相互研修型FD活動とFD支援

システムの開発】

京都大学では､全学共通科目のA群科目 (人文科学

系および社会科学系科目) ｡自然科学実験系科目｡外

国語教育の担当者､工学部､医学部､経済学部などで､

教員集団が教育改善について自発的に議論を交わし共

同意思を形成する自生的な相互研修型FD活動が展開

されてきており､その多くにセンタ-が参与してきた｡

具体的には次のような活動がある｡

全学レベル :全学共通教育などについて議論する場と

して､1泊2日の合宿研修 ｢全学教育シンポジウム｣

を､平成8年度から毎年200-250人の規模で実施し

てきた (写真 1参照)｡

部局♭ベル :たとえば工学部のFD活動の一つ､｢デイ

ベ- 卜形式による工学部FDシンポジウム｣は､相

互研修型FDとして高く評価され､日本工学教育協

会 ｡平成14年度 ｢工学教育賞｣の最高賞 ｢文部科学

大臣賞｣を受賞している｡

2,'32

写真1 全学教育シンポジウム (平成15年)

教員レベル :教員個々人の自発的参加による相互研修

塑プログラムは､センターによって､表 1のような

形で企画 ｡実施されてきた｡

センターが全国の大学に先駆けて開始した ｢公開実

験授業｣は､教員相互の授業改善に役立つ典型的な相

互研修型FDである｡ 和歌山大学､山形大学､島根大

学など多 くの大学におけるFDのモデルとなり､文部

科学省｢大学における教育内容等の改革状況について｣

(平成14年)でもFDの典型例として紹介されている｡

｢授業参観プロジェクト｣および ｢学部公開授業｣は､

ローカリズム (内容 ｡方法の専門性､独自の教育文化

など)に根ざしたFDをめざすものである｡ ネットワ

-ク化については､学内 ｡外の特色ある大学教育実践

を収集 ｡分析し､その内容を掲載した ｢大学授業ネッ

トワーク｣を､Web上に構築している (写真 2参照)0

授業内容や動画による授業風景などの情報を提供する

とともに､その特徴点が分析 ｡提示され､FDの素材

として利用できるよう工夫されている｡ こうしてセン

タ-は､｢自生的FD諸活動｣とセンタ-による ｢研

究 ◎調査 ｡分析｣､｢実践 ◎研究成果の公開｣との間の

写寅2｢東学授業ネッ巨ワ-タ｣Web骨イ巨

-8-



国 領｢相互研修型匠抄支援システム.J概念図

相互促進的循環を通して､図1のような ｢相互研修型

FD支援システム｣を構築してきた｡

i'き.厨美 音‡:龍 一ユニ軍営虹 技宮詣葦:::lt'lb三･萱学6封;Lf3貰

Tis:菅･Ii''蓄塾≡':-こ立憲豆-≡

これまでの取組をさらに発展させ､相互研修塑FD

諸活動を全学レベルで組織化す る ｡ さしあたってまず､

センタ-の開発 したFD支援システムによって工学部

の ト-タルな教育改善の取組を支援し､これによって

獲得される知見によってシステムそのものを整備 し

て､相互研修型FDの全学レベルでの組織化の基盤を

構築する｡ 工学部はこれまでにも積極的に教育改善に

努めてきたが､今日では次の3つの課題に直面してい

る｡

(義) 工 学研究科 ｡情報学研究科は､学士課程学生を

吉 田キャンパスに残して､桂キャンパスへの移転を

進めている｡ このために､両キャンパスをつなぐ遠

隔授業が必要である｡ 実施にあたっては､センター

がこれまで (京都大学と慶鷹義塾大学､鳴門教育大

学､UCLAなどとを結ぶ)遠隔教育プロジェクトか

ら獲得してきた知見､つまり､遠隔教育固有の授業

法､学生の受講意欲を支える学習集団の形成､TA

の積極的活周などの知見が､活かされる｡ センター

は関連する知見やノウハウを提供し､コンサルテ-

ションに応じ､遠隔授業実施過程でのFDを支援す

る｡

(毒毒)工学部では､先に述べた ｢FDシンポジウム｣に

加えて､平成16年度から試行的に公開授業と授業検

討会を実施している｡ 教員がそれぞれ自分に合った

仕方で授業に関する知見を広く深く獲得する機会で

ある｡センターは､8年間にわたる公開実験授業を

通じて､関連する知見やノウハウを蓄積しており､

これを工学部の教員集団に提供する｡

(描)国立大学の工学系学部では近年､｢創成科目｣に

よる教育改善が導入されているが､京大では､むし

ろ基礎教育にカを入れ､創成塑教育は4年次に卒業

研究などで行うが]キュラムを編成している｡ この

効果を評価する必要があり､そのため全学科で授業

評価の導入をめざしている｡ 学生の達成､意欲､関

心､満足度などを正確に把握しつつ､これをカリキ

図2 ｢相互研修型FD支援システム｣の王学部での実施計画

-9-
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ユラム改革に結びつけることのできるノウハウが求

められる｡

大規模を評価デ-夕を処理する機器設備の適切な

整備を図るとともに､評価の方法､カリキュラム改

善-の回路などを設定する必要がある｡ センタ-は

既存の知識や技能を提供するとともに､可能な限り

適合的な実施形態が見いだせるように協力する｡

以上の遠隔授業､公開授業､授業評価によるカリキ

ュラム改革は､三者が同時に実施されることによって､

工学部の教員集団をFD共同体へ組織化することに貢

献する｡ センタ-は､この工学部との連携実践の成果

を､公開研究会､｢モノグラフ｣(授業評価､授業改善

に関するもの)､Webの ｢大学授業ネットワーク｣な

どで公開し､より整備された関連情報伝達ネットワ-

クを形成し､同時に､これまでのようにさまざまな偽

の自生的FD諸活動にも参与して､全学レベルでの相

互研修型FD組織化をめざす｡

以上を先の ｢相互研修型FD支援システム｣の概念

図 (図1)に書き込むと､図2のようになる｡

掴 B取組◎目的 ◎目標と東学◎理念藍の連 関 - 『由

由⑳学風』の具現化ヨ

これまでの取組での相互研修型FDの組織化は､京

都大学の ｢自由の学風｣､すなわち教員集団の自己決

定や学生との意思疎通を尊重する教育理念の具現化で

ある｡ この取組の延長上にある新たな取組は､センタ

-の開発してきたFD支援システムの有効性と汎周性

をたしかめるとともに､このシステムそのものをより

いっそう成熟させる｡

E5E野綿へ覇学内 支 援 体 制 -FEj組織化への多面的恕

援助ヨ

京都大学では､学内でのさまざまな自生的な相互研

修塑FD活動を組織的に支える活動も､展開されてい

る｡ たとえば､およそ10年間にわたって全学教育シン

ポジウムが継続され､ここでの議論から外国語教育や

A群科目教育などについて具体的な成果がもたらされ

てきた｡さらに平成6年6月に全国に類例のない大学

教育改革のための組織として高等教育教授システム開

発センタ-が設立されたこと､さらにそれが平成15年

4月に高等教育研究開発推進センタ--と拡大改組さ

れたこともまた､京都大学において相互研修型FDの

_2.34

組織化に向けて学内支援体制が整えられてきているこ

との具体的な現れである｡ また､センタ-のさまざま

なFD支援活動に対 して､京都大学教育改革推進費

(学長裁量経費)による継続的を資金的援助がある.

一一着邑】寮罰:期実践.モデル().?構築と公開-

｢相互研修塑FDの組織化｣は､わが国の高等教育

にとって緊急の課題である｡ しかし､その難しさから､

いまだに十分な成果は報告されていない｡本取組は､

この課題を実際に達成してきたきわめてユニークな活

動である｡ とくに､FDにおける ｢ボトムアップの組

織化｣､｢ロ-カリズムとユニバ-サリズムの統合｣な

どの成果は､FD第Ⅱ期にあるわが国の高等教育に対

して､格好の実践モデルを提供するものである｡

監謂8 墨 客 的 窃 特 色 還

どこでも通用しそうな一般的な授業法やシラバスの

書き方などを伝達するトップダウンの啓蒙は､簡単に

実行できる｡ しかしそれでは､特殊でロ-カルな利害

のうちにある関係者の要請には､十分に応えきれない｡

さらに､特殊でロ-カルを利害を前提とするFDの成

果を一般化して伝達可能をもの ◎応周可能なものにす

ることは､もっと難しい｡つまり ｢相互研修型FDの

組織化｣という課題には､一般性の特殊化と特殊性の

一般化との両面で､乗 り越えがたい難しさがある｡ し

かしすでに啓蒙の時期をくぐり抜けたわが国のFDは､

まさにこのような ｢組織化｣をこそ切実に求めている｡

京都大学の取組は､この組織化をこれまでにすでに一

定程度達成してきた｡今後は､以下の i～hiの具体的

活動を通じて組織化をいっそう進め､その成果をどこ

からでも簡単にアクセスできるものにする｡ FD第Ⅱ

期実践モデルの構築と公開こそが､本取組の基本的特

色である｡

監2._異体 的活動3

(i)ボ トムアップの組織化の援助

京都大学での自生的FD活動の大半は､教員個々人

の危機意識に根ざしており､それぞれの教育状況の固

有性を刻印されたボトムアップ的性格をもつ｡ こうし

てただちには一般化Lがたい特殊性をもつこれらの活

-10-



動を､センターは､FDシステムを通じて支援してき

た｡つまりセンタ-はまず､一般的知見-主体的 ｡選

択的にアクセスできる情報システム (モノグラフ､

Webなど)を整備し､逆に､特殊性 ｡固有性を刻印さ

れた活動成果を一般的にアクセス可能な情報に書き換

えてきた｡さらにボトムアップ的活動の担い手たちが

出会う場を､研究会や印刷物やWebで作り出してきた｡

このようにして､ボトムアップの組織化の援助がめざ

されてきているのである｡

(吊 =7.i-カリズムとユニバ-サリズムの統合

FD活動は､教員集団の規模､学問的専門性､教育

文化､教育課題などによって当然違ってくる｡ たとえ

ば工学部とは異なり､法科大学院では､ソクラテス ｡

メソッドの導入､学士課程履修者 ｡未修者別カリキュ

ラム編成といった教育課題がある｡ 他方､学生の学力

と研究最先端の距離の拡大､大学の学校化と脱学校化

など､大学教員が共通に抱える教育課題もある｡ セン

ターは､自生的な相互研修型FDを基盤としつつも､

FDネットワークをユニバーサルなレベルへと広げて

きた｡ここでは､自生的FDの特質であるロ-カリズ

ムと大学教育一般に関連するユニバ-サリズムとの統

合に､努力が傾注されるのである｡

(iii)匡D第五期の実践的課題に応える汎周性の高い実

践モデルの公開

｢ボトムアップの組織化｣および ｢ローカリズムと

ユニバーサリズムの統合｣は､啓蒙期を脱して第Ⅱ期

に入ったわが国のFD活動にとっては､この時期に固

有の (それぞれの現場性を尊重しつつしかも一般性を

求めるという両立しがたい)実践課題に応える汎用性

の高い実践モデルの構成要件である｡ 本取組では､こ

のような実践モデルを､できるだけ利用可能なしかも

伝達可能な形で公開する｡

I--FD組織化と教育改善の前進-

(1)京都大学での相互研修型FD諸活動と､センター

の開発したFD支援システムは､全学の教育を着実

に変えるとともに､わが国のFD全般にも強いイン

パクトを与えてきたo

(2)新たな取組においても､FDと教育改善と評価と

を一連の循環過程として進める｡ つまり､取組を通

じて適切な評価方法を開発し､その評価によって

FDの教育改善への有効性をできるだけ正確に評価

し､その評価結果によってFD活動を再編成する｡

このような循環を通して､FD組織化と教育改善は､

ともに前進する｡

E1.京都大学の 教 育に卑見首きた影響ヨ

京都大学の教育改善は､たとえば全学共通教育や工

学部などのように､自生的FD諸活動とそれ-の組織

的支援によって着実に達成されてきた｡その際､学内

の意識調査などによれば､FD支援システムもある程

度周知され活用されて､一定の効果をあげてきている｡

臣2.短が韓のFDに与え首きた効果ヨ

工学部FD活動の文部科学大臣賓の受賞､外国語教

育における教育改善 (平成15年度特色GPに採択)､セ

ンターの公開実験授業の他大学-の波及､｢大学教育

改革フォーラム｣への全国規模での多数の参加者など､

京都大学のFDが全国レベルで与えてきたインパクト

は､決して小さなものではない｡しかもこのインパク

トは､たんに ｢畳的な｣ものであるばかりではなく､

FD第Ⅱ期の相互研修型モデルを提供するという､こ

れまでとはまったく異質の課題に応えることのできる

｢質的な｣ものでもある｡

E3.新たな取組の及ぼす効果の評価】

工学部 (工学研究科 ｡情報学研究科を含む)は､本

学の最大部局である｡ また工学部に次いでセンターが

連携しつつある法学部 ｡法科大学院も文系の主要部局

であり､平成16年4月の法科大学院開設に伴って､そ

の教育の質や効果に注目が集まっている｡ これらの部

局でFDが進められれば､本学の教育全体に組織的な

影響を及ぼすことになる｡ さらに京都大学の相互研修

型FDはこれまで､学外の大学教育改革にも大きな貢

献を果たしてきたが､今回の取組によってその貢献を

確実なものにする｡ つまり､本取組はセンターの研究

対象となり､その成果を伝達するさまざまな回路 (フ

ォーラム､刊行物など)によって､各大学の個性を重

視したFDの取組に活かされる｡

今回の取組では､(この取組の評価を通じて教育評

価のあり方を検討すること)自体が大きな課題である｡
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磨 琳 塵 軸 蝉 軸 塵 塵 醜 機 軸 鱒 鱒 軸 聾

たとえば､工学部の教育改革に限定するなら､(a)読

験 ◎レポ-トやプレゼンテ-ションなど ｢学生の学習

評価｣を加味して教育の質と効果を評価する､(b)揺

業評価にあたっても､評価項目を､授業形態やクラス

サイズによって変える､(a)評価結果を授業改善やカ

リキュラム改善に結びつける回路を作る､といったこ

とによって教育効果の評価方法それ由体の改善を図

る｡ こうしてFD､教育改善､教育評価の一連の循環

過程を通じて､FDの組織化､教育改善がともに前進

することになる｡

-I詰鳶 :.,:∵隼.:i･;;I:ri::･1.ll::鉦うニ‥日下対薄'-:-_I:;･lp.工予与._…;■∴､十tJ

:::Fl:--ヂ･､､一一

くま) 京 都 大 学における自生的FD活動を､センタ-の

F D支援システムの整備によって確実に組織化し､

第Ⅱ期型 (相互研修塑)FD実施の典型例を構築す

る｡ この支援システムは､全国の大学から利潤可能

:･.∴≡l.･f:I

であり､･FDの全回的組織化に貢献する｡

(2)この取組では､相互研修によって教 員 の 参加を制

度化するとともに､教育体制作りに学 生 の参加をも

求める｡ こうして相互研修型FDの組織俺を進め､

教員と学生の主体的参加を実現することによって､

フンボルト的な (学問教育共同体としての大学)と

いう理念を､ そ の 今 日 的な形態において､実現する

ことになる｡

∴ ∴::i-:_+;_:I:_十 忘 ;I.::I-_:-/ ∴ ●:I:.i-'iT;:iI.=･:･/.那:.i:;㌫甘 十 十し:.;:-I+:.:.I:書∴∴:-::

.～:_豆養鰻ご

工学部､ 法 科 大 学院､全学共通教育などでの相互研

修にセンタ - が 支援的に参尊することを通じて､相互

研修の全学的な組織化をすすめる.同時に､国内外の

大学数育実践 (授業評価､FD､授業法など)の関連

資料を収集 ◎分析 して ｢モノグラフ｣として公表し､

｢大学授業ネットワ-夕｣を強化することによって､

支援システムを整備する｡

;三言∴ 凍薄二鳶が勲ニt:.-_:i.i草キ 三番 桝鯨酎皇

現在 の状況では資金面 と人員の南面で限界がある

中音 画 義 義 義 ~~i- 翻 暁撃

平成経年 証 習名 書抑 静 鮒 ど
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平成増田辱 21回 領空名 章節 鱒 横断 盈鱒 鳩蘭醐 鱗 だ

寧成銅鐸 望3回 頂霊感 章節 鱒 管輸鰍 撃滅弧 絡 窟出妙 齢 鰐鵬 &@
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衆 望 ℡開業験授業
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第瑠回 頂995.3忍 摺寒の東学教密をどうするか 約1偽名

第2回 鰻95.m.23 これからの締 まどのよう森泉閣密赦 指指すのか 約120名

第3回 頂998.隠 8 無学敏蘭の額魁臣藩だう逸ぬるか 約銅O名

第確固 頂997北 望9 岩れからの鮒 どうするか 約70名

第5園 鰻99.3題? 槻 ど雪濠象るか-研究から薬断 約128名

第番宮 互■∵十黒 了㍉÷千十鮮 立正-職工墨苗∵圭帯巨 畑十∵- 約鰻0名

第7圃 瓢 頂.3BG 側 鞄 教蘭能力をだ う開 発 す る か 約巧部名

鷺s回 工 二言 l葦 寺㌃‡ 十十十 十 千㌔宣 ∵- 約謝 名

第9寓 謝 3恩 領5 き脚 鴎 ける教鞭 艶 鰍 寮 約5脇名

韓守替 ∵ 工 ∴ 恒 十一一千 ヰ +÷一三 三十二㌢-一∴ 二 十∴ 亘 ∵+- 約臓 名
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が､｢大学授業ネットワーク｣などのWebサイトやML

によるオンライン申ネットワークを整備し､公開研究

会 ｡フォーラムなどの情報伝達システムをできるだけ

双方向的に整備して､相互研修型FDの全国的組織化

を支えるシステムを構築する｡

監3｡梱重蓄野修整匡田鴨⑳学生 ◎ 参 畠 田一撃閤教圏共済体

として時夫学内､ヨ

相互研修型FDには､教員の参加という理念がこめ

られている｡ しかし大学教育改革の究極のターゲット

は学生であるから､この理念は､学生の参加をも包摂

すべきである｡現在の取組においてもすでに､たとえ

ば工学部の ｢学生の授業評価を手掛かりにするカリキ

ュラム改革｣という課題設定には､大学カリキュラム

を ｢学生の学習履歴｣としても読み込んでいこうとす

る方向性が潜在している｡ 相互研修型FDの組織化は､

将来的には学生の参加をも含み､学問教育共同体とい

うフンボルト的な理念を-その今日的な形態において

-実現するものとなるはずである｡

紀寮 『素餐緋背痛等教蘭職 創甲滑-第9噂 平成7-75年

叢審 『京 』

第一卑 r脚 機番の醜 平成9年

第2号 r高等軟膏教授法の 添｣ 平成9琴

第 3也か6感8せ頂か遷3匂r平成8年度公開薬轍 薬の詑感動-｢軍成一5年度公開薬験授業の寄掛 よぴ忽 8年間 準成一0年
76弓さ専 の車間的観 -平成16年

第5号 ｢東学教育の改資に関する京大教蜜 の醜 平成てて串

第7号 r平成招辱度弧 -晦政針鮎ioJ融 Sem滝r-で華糎唱につたかj 平成頂2年

第9号 ｢ ､ めざして｣ 平成12年

第枠 用号 r東学授業の勧 ロ観察プロ撃エタ卜報告くそ碍て)-柵 参加観察から和代-｣r間くその2)｣ 平成浄 摘卑

寮陀考 ｢デイベ-ト形式による工学部FC:与ンポジセム-工業化学科も地球工学科吐物鞄工学科-｣ 平成13年

第15号 rデイ璃-ト形式によるエ珊 FDシンポジウム(建静科 せ簡気圏芋エ学科や情緒学科)および授業 平成ー5年
細 こもとづくジョイントウ-ラショップ報告｣

寮i7号 r2002年度 学びの支緩プロジェクト…学び探求絹-i 平成ー5年

第18号 ｢パ-チャ捗孟ニi号-シティ構築の基静づけに関する総合的書評究｣ 平成16年

第20号 r工学部における『欄 科目のスタッフデイ璃口ツプメン卜活動j 平成ー6年

古語

『開かれた大学控轟をめざして-鮒 薬の-年間⊥』玉川大学出版部 平成9年9月

『大学按寮のブイ-ルドゥ-タ-京敵側 -針玉鵬東学出版部 平成13年3月

『大学授養研究の構想-肋 らヽ発条へ-』郵義堂 平成掴年3月

襲 童 研究成果の公開 (セン撃-の刊行物)

己の取組 駄 京都大学の教育理念習ある ｢自由の学風｣のもと習､従来から､全学､部局 ､教 員 レベル

菅の様母な相互研修プロ9tラム夜行 っ貰きたものを､さらに発展させ､自主的な相互研修型FD活動 を全学

i/ベルで組織化 しようとするも町 警官.すでに..全学共通教育や=学部などにみられるように､ 転生的FD

諸活動 とそれ代の組織的支援 によっ雷東学の教育改善を護着実に達成され冒き貰います.わが国の FD活動 は､
啓蒙時代か ら 『相互研修塾FDの組織化』へと移行しなければならない時期にきていますが､京都大学では､
前述 LJた これまでの実績を踏まえて､①ボトムアップの組織化の援助､②□-カリズムとユニバ-サリズ
ムの統合､③ F[〕第2期の実践的課題に応える汎j副生の高い実践モデ]L'の公開といった異体的活動を通じて
組織化を-層進め､そtTJ成果をどこからでも簡単にTJLJJJhセスできるものにするという取組をしています.
これは､FEB第2期実践モデルの構築と公開を進めるもの習あ堕､その東署､他の大学､短期大学の参考に
なりうる優れた事例であるといえます-｡また､この取経には､今後､全学的に広げていかなければならな
いという課題も認めら/nますが､,I_,nを克服すれば更なる発展が期待されます｡
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